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事業の⽬的
国⺠皆保険の下、世界最⾼レベルの健康寿命と保健
医療⽔準を達成した我が国が、⻑年培ってきた⽇本
の経験や知⾒を活かし、

我が国の医療制度に関する知⾒・経験の共有、医療
技術の移転や⾼品質な⽇本の医薬品、医療機器の国
際展開を推進し、⽇本の医療分野の成⻑を促進しつ
つ、相⼿国の公衆衛⽣⽔準及び医療⽔準の向上に貢
献することで、国際社会における⽇本の信頼を⾼め、
⽇本及び途上国双⽅にとって好循環をもたらすこと
を⽬的とする。

あらためて医療技術等国際展開推進事業の事業目的となりますが、スライドに示した
とおりです。

日本の医療制度に関する知見・経験、医療技術や高品質な日本の医薬品・医療機器
の国際展開を推進することを通じて、単に一方向の支援ではなく、日本の医療分野の
成長と相手国の公衆衛生や医療水準の向上に貢献するという日本および相手国双方
にとってwin‐winとなることをめざしています。
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事業内容
次のいずれかに資する研修事業
1. ⽇本の医療技術や医療機器、医薬品等を世界に展開する
• ⽇本の医療技術、医療機器、医薬品等の資機材を活⽤する
技術的な研修等

• 医療施設における運営体制、マネジメント・研修・施設管
理等の管理運営・⼈材開発・設備等に関する研修等

２．⽇本の医療制度を世界で展開する
• 医療制度、保険制度、薬事制度等の規制制度・医療環境整
備等に関する研修等

３．⽇本の経験や技術が国際的に注⽬されつつある課題に対
応する
• 国際的な課題（⾼齢社会対策、⾮感染性疾患（NCD）等）
への対応に関する研修

事業内容は、日本からの専門家現地派遣、日本での研修受け入れが基本となる研修
を通じた人材育成事業です。人材育成には時間がかかりますので、複数年度にわたる
計画も認めていますが、予算の決定は単年度となり、年度ごとにそれまでの成果を確
認の上、審査にて可否を決定しています。
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2020年度医療技術等国際展開推進事業
2020年12月10日

ミャンマー ( 7)
• 薬剤耐性（AMR）サーベイランスと抗菌薬適正

使用（AMS）の強化事業※
• 輸血の持続的な安全性向上事業
• 医療水準の均霑化を目指した人材育成事業
• 消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業
• 周産期領域の超音波診断技術強化事業

• 医療放射線の安全管理体系の確立および診療
放射線技師教育に関する支援

• ミャンマー国およびアジア諸国におけるCOVID-
19検査の教育研修支援事業

ベトナム ( 12 ）

• バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
※

• ベトナム3 拠点病院に対する医療機器の安全管理技術支
援事業※

• 医療安全推進のための院内組織体制強化事業※
• EBUSを中心とした呼吸器内視鏡の展開・発展※
• 低中所得国小児がん生存率向上支援事業（小児がん支

援）※
• 病院連携を視野に入れた、ベトナム大都市主要4病院に対

する、外科の技術協力を含めた周術期管理※
• 非侵襲的技術を用いた循環・呼吸管理の普及促進事業

• 医療（婦人科・エコー・病理・放射線・内視鏡・総合診断分
野）人材育成事業

• 聴覚検査・診断機器および補聴器フィッティング技術普及
促進事業

• 臨床薬剤師を介して行う服薬支援ツールを用いた医薬品
適正使用の推進プロジェクト

• ベトナムの薬科大学における卒業試験評価制度の確立及
びE-learning を活用した薬剤師の継続教育

• COVID-19患者受け入れ機関における院内感染対策およ
び病院管理※

ラオス ( 1 )
• 小児外科卒後研修プ

ログラムの確立

ザンビア ( 2 )
• PURE-TB-LAMPを用いた結

核診断普及促進事業３（結核
診断の普及）

• CT画像診断及び血管造影技
術強化事業※

タイ ( 2 )
• 消化器内視鏡検査手技

教育用シミュレータを用
いた、持続可能な 内視
鏡検査技術の向上・教
育方法の普及事業

• 来るパンデミックに備え
た重症患者治療機器管
理へのタイ型生体工学
技士の新しい役割－日
本の臨床工学技士制度
の経験に基づいて

フィリピン ( 3 )
• 児童思春期のメンタルヘルスの診療能力向上に関する

事業※
• WHO 西太平洋地域事務局内に おける新興再興感染症

の臨床マネージメント※
• 医療画像診断能力強化支援事業

コンゴ民主共和国 ( 1 )
• デジタル医療機器と日本式在

宅医療技術展開のための技術
研修事業

カンボジア ( 4 )
• 病理サービス展開のための病理人材教育制度整備事業※
• 外傷登録システム構築の支援※
• 非感染性疾患に対するリハビリテーション専門職人材育成

支援
• 学校健康診断の技術研修事業

※NCGM事業

モンゴル ( 5 )
• 血液透析および水質管理の技術研修および水質の

実態調査と水質管理ガイドライン作成支援
• 小児外科系医療領域における人材育成
• 血液細胞形態判定者(医師・臨床検査技師)の人材

育成
• 睡眠医療分野の人材育成と体制整備事業

• 看護専門職による継続教育としての新人看護師教
育に関する事業※

インドネシア ( 4 )
• 薬剤耐性(AMR)に対するインドネシアの実情に則した院内

感染対策（IPC）と抗菌薬適正使用プログラム（ASP) 研修に
よる人材育成事業※

• 看護基礎教育課程における教育スキル強化事業（高齢者
看護）※

• リウマチ医療に関する医療技術等国際展開推進事業
• 透析機器(医療機器）管理体制の構築

ブラジル ( 1 )
• パンタナール地域における内視

鏡・腹腔鏡技術支援

マレーシア ( 1 )
• 透析医療の技術革新と

臨床工学技士制度の導
入※

中華人民共和国 ( 1 )
• 中国の医療機関との海外遠隔セカン

ドオピニオン・症例検討会確立事業※

本事業は今年度で6年目となりましたが、こちらのスライドが、2020年度の国際展開推
進事業の全体像です。
採択された事業は、今年度もアジア諸国を中心に（アフリカ3か国を含む）、12か国で、
38事業が実施されました。
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運営指標

• 事業のバラエティ

その他

• 成功している事業からの
Tipsの収集

健康向上における
事業インパクト

医療技術・機器の国際展開に
おける事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国
家計画／ガイドラインに
採択された医療技術

• 事業で紹介・導⼊し、相
⼿国の調達につながった
医療機器の数

• 事業で育成した保健
医療従事者数

医療技術等国際展開推進事業のインパクト

この国際展開推進事業の事業インパクトですが、昨年と同様、りんごの木に例えたも
のを使って説明します。リンゴの木が地面から生えており、日本の制度・仕組み・製品
そのものが世界に展開されていく（実がなる）というのが本事業の大きな目的となって
います。イメージとしては、りんごの実がいきなり実るのではなく、根があり、幹があり、
枝が伸びて、はじめて実が実ります。

根に当たるものが日本の医療技術・製品や制度や事業運営に必須となる相手国・相手
組織との関係と考えられますが、それを踏まえて伸びていく幹や枝を表す運営指標とし
て、「事業のバラエティ」を用いました。リンゴの実（インパクト）を示す指標として、「事業
で紹介・導入した技術が、国家計画やガイドラインに採択され、対象国のスタンダード
になった数」や、「事業を通して紹介・導入したものが、対象国の器材調達に繋がった
数」を使用いたしました。

インパクトにつながった事例と考えられる事業からのTips収集も必要と考えています。

以下、順次説明しますが、今年度で本事業も6年目となり、複数年度この事業を重ねる

中で、上記のようなインパクトが見えてきている事業は増えており、昨年度と比較しても
これらのインパクト指標は増加傾向にあります。

5



ベトナム 27%

ミャンマー 16%

モンゴル国 12%インドネシア 9%

カンボジア 9%

フィリピン
7%

タイ 5%

ザンビア 5%

ラオス
2%

中国 2%
マレーシア

2%

ブラジル 2%

コンゴ⺠主共和国
2%

運営指標 (1) 事業のバラエティ

(1)-1 事業実施主体

(1)-2  事業対象国数

7

11
13

8
11

14

9

16 17

8 9

13
11

7

12
9

12 13

0

5

10

15

20

N
C
G
M

外
部 計

N
C
G
M

外
部 計

N
C
G
M

外
部 計

N
C
G
M

外
部 計

N
C
G
M

外
部 計

N
C
G
M

外
部 計

H27 H28 H29 H30 R1 R2

10 12 12 10
15 18

3
4 6

6
3

7

6
7 6

5

11

9

9
8 7

8

9

9

0

10

20

30

40

50

H27 H28 H29 H30 R1 R2

その他
⼤学
企業
NCGM

まず運営指標として、事業のバラエティを考えてみます。
事業件数は、例年30‐40前後で推移しています。今年度はCOVID‐19の影響で辞退した
事業が2件あり、途中で追加募集を行い、最後まで研修実施できなかった事業が1件あ
り、最終的な事業実施数43件でした。

事業実施主体ですが、事業運営管理をNCGMが行い他機関と連携しているものを
NCGM（国立国際医療研究センター）、外部機関に運営管理について委託契約という形
でお願いしているものを外部と分けています。今年度はNCGMと大学が事業実施主体

となるものが多く見受けられました。またその他に含まれるものが増えており、本年度
のその他9件の内訳としましては、日本放射線技術学会といった学会が4件、日本理学
療法士協会といった協会が3件、病院主体が2件となっています。

事業対象国については、計13か国、国別にみると、ベトナム、ミャンマー、モンゴル、イ
ンドネシア等、アジア諸国が中心で、アフリカが2カ国、中南米が1カ国が、各々対象国
となっています。これまでと比べて大きな違いは見られませんでした。
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運営指標 (1) 事業のバラエティ

(1)-3  事業対象分野

また、事業対象分野別に見てみます。それぞれの分野の一番右端の赤色が令和２年
度を示しています。

事業の対象分野については、がん・臨床検査・放射線・輸血・慢性疾患・メンタルヘル
スなど、バラエティに富んでいます。近年は特に、がん、その他の慢性疾患・メンタルヘ
ルス、外科などに関する事業が増加傾向にあります。本年度はCOVID‐19の影響もあり、
院内感染対策に関わる事業が増えています。
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医療技術・機器の国際展開における事業インパクト (1)

国家計画/ガイドラインに採択された医療技術

令和2年度 計 8例
令和2年度（10例）

•ミャンマー：輸血標準手順動画が保健省のe-learningプラットフォームに掲載

•ザンビア：PURE-TB-LAMPを保健省が承認

• ラオス：ラオス専門医制度の設立を保健省が承認（カリキュラム最終版を教育スポーツ省へ提出） 

• ベトナム：集中治療（ICU）管理の医療加算となった

• ミャンマー：微生物検査に関する研修カリキュラムを保健省が承認（e-learningという形でミャン
マー国内の医療施設等のラボの責任者が受講）

• ベトナム： EBUS技術料が保険収載

• ベトナム：対象技術が新規法令6項目のうち5項目に反映

• ベトナム：自動縫合器などが保険収載

次に、事業インパクトについて示します。

まず、「国家計画やガイドラインに採択された医療技術」です。国レベルでの診療ガイド
ラインへ収載されることで国内に広く知られ、健康保険に適応されることで自前での調
達や継続した技術の運用が促進されます。今年度は、ここ3年間で最も多い８例の採
択がありました（H30年度：4件、R1：4例）。
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医療技術・機器の国際展開における事業インパクト (2)

相手国の調達につながった医療機器の数（種類別）

令和2年度 計7事業 12種類

R2年度（12種類）

• モンゴル：①終夜睡眠ポリグラフィ器材、②スクリーニング器材 （1台）

• インドネシア：① NIPRO社製透析装置（5台）、②東レメディカル者製透析装置2台

• ベトナム：非侵襲モニタ（87台）

• ベトナム：①インピーダンスオージオメータ （1台）、②診断用オージオメータ（2台 ）、③補聴器（360
台）

• ベトナム：EBUS機器（2台）

• ベトナム：電気系チェッカー（2台）

• ベトナム：① オリンパス内視鏡外科タワー、②内視鏡外科の手術器機タワーシステム

もうひとつのインパクト指標である、相手国の機器・器材の調達に繋がったものを見て
みます。
今年は前2年間より少ないものの、12種類の医療機器の調達がありました（平成30年
度18種類、令和元年度23種類）。
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健康向上における事業インパクト (1)

事業で育成した保健医療従事者の延べ数

令和２年度 計15922人

健康向上における事業インパクトとして、本事業5年間の人材育成の推移と総計を示し
ます。

日本に外国人研修生を受け入れて実施した研修（本邦研修）、相手国で実施した研修
（現地研修）、遠隔会議システム等を利用した研修（遠隔研修）の人数を分けています。
（各事業実施者から提出いただいた報告書を元に算出していますが、実際の相手国で
の研修生の数値にズレが生じている可能性は否定できません。おおよそこの規模の人
数、というご理解をいただければと思います）

今年度は新型コロナ流行の影響で、現地研修を行った事業は1件のみで、他は遠隔で
の講義・セミナー実施でした。

遠隔研修の特徴として、数百人、時には千人を超える参加者を対象にセミナーを開くこ
とができるため、育成した人材数が大幅に増えています。

ただし、遠隔講義・セミナーを通して得た新しい知識や技術が、どの程度正しく理解さ
れ、導入へ繋がるかというのは、測定が困難です。
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教材の⼯夫、特に教材のデジタル化
・内視鏡等の⼿技動画をオンラインで共有 ：⾼知⼤学、富⼠フィルム、⿃取⼤学等
・オンライン画像診断学習 ：保健医療経営⼤学等
・VRを使った疑似体験できる教材 ：東海⼤学等
・QRコード利⽤した教材の共有 ：NCGM等
・教材の多⾔語化をすることで他国への活⽤：NCGM等

オンラインによる症例検討会
・オンライン症例検討（放射線画像・超⾳波画像の共有）

：⽇本WHO協会等
・オンラインでのセカンドオピニオン・症例検討会：NCGM等

オンラインによる研修・セミナーなど参加者の増加
オンラインによるセミナーを実施したことで
遠隔地等のため、これまで参加困難な地域から参加できるようになる：NCGM等

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice

今年度はコロナ禍で、渡航ができず、遠隔での活動が余儀なくされました。そのため、
すべての事業でオンラインによる研修が行われましたが、事業によっては研修方法や
研修教材などに工夫を凝らし、様々なGood Practiceが見られましたので、いくつかを紹
介させていただきます。
研修教材に関して、

・放射線機器、内視鏡等のデジタル画像を活かして、手技の動画や診断画像を共有す
る教材やツールの作成。
・Virtual Realityを使って、医療機器整備等の疑似体験できる教材
・CP側が教材の入手しやすくするため、QRコード等を使った教材の作成
・今後の事業等を見据え、他国にも活用するために多言語化での教材作成

実際の臨床に関して
・ZoomやTeams等のオンラインツールを活用した症例検討やセカンドオピニオン

オンラインによるセミナーを実施したことで、これまで限られた施設・地域の参加であっ
たセミナーが、遠隔地などの参加困難な地域や参加人数の制限がなくなったことで、
多くの参加者がセミナーに参加することが可能となりました。
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医療技術等国際展開推進事業広報活動
ホームページの改訂

TENKAI PROJECTNEWSの発刊

⽇本語：http://kyokuhp.ncgm.go.jp/activity/open/index.html

英語：http://kyokuhp.ncgm.go.jp/eng/activity/open/index.html

今年度、医療技術等国際展開推進事業ほ広報活動として、ホームページ（日本語・英
語）の改訂と冊子『TENKAI PROJECT NEWS』を発刊いたしました。

各事業の報告書等は、随時このホームページに掲載させていただきます。また
『TENKAI PROJECT NEWS』に関しては、本年度はNCGM内部の事業を中心に各事

業の活動を紹介させていただきましたが、次年度以降に関しては、多くの事業の活動
を紹介させていただきたいと思っております。ご協力のほど、よろしくお願いします。
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運営指標
• 事業のバラエティ

その他

• 成功している事業からの
Tipsの収集

• 学会・論⽂発表
• 事業の広報活動

医療技術・機器の国際展開に
おける事業インパクト

• 事業で紹介・導⼊し、国
家計画／ガイドラインに
採択された医療技術

• 事業で紹介・導⼊し、相
⼿国の調達につながった
医療機器の数

• 事業で育成した保健医療従事者数

15922人

健康向上における
事業インパクト

8例

7事業 12種類

医療技術等国際展開推進事業のインパクト

以上が、これまでの事業評価のまとめとなります。

各事業でも事業の成果を学会や論文などで発表されることもあり、事務局としても事業
の広報活動にも取り組んできました。
インパクトにつながった事業は事例としてまとめることに取り組んでいます。

次年度も事業継続されることになりましたが、事務局としては引き続き事業運営管理を
支援をしながら、事業評価を継続し、成果の発信を積極的に行っていけたらと思います。
引き続きよろしくお願いいたします。
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透析関連の展開推進事
業まとめ（H27‐R2）
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透析事業のニーズと⽇本型透析
の特徴
• 途上国の透析事情

• 疾病構造の変化に伴い、慢性腎不全患者数が上昇し、透
析のニーズは⾼まっている。⼀⽅で、透析は⾼額医療で
あり、継続的に実施するためには、保険収載の可否が重
要である。

• 透析は、様々な要因ー⽔質管理、医療従事者の教育・制
度、機材管理ーが関与する分野であり、透析関連事業に
は様々な切り⼝がある。

• ⽇本型透析の特徴
• 欧⽶から既に途上国に導⼊されていることも多い個⼈透
析装置とは異なり、⽇本の主流はセントラル透析液配給
システムである。

近年の疾病構造の変化に伴い、低中所得国においても、慢性腎不全のニーズは大
幅に増えており、それに伴い人工透析を必要とする患者数も増加傾向にあります。
一方で、透析は高額医療であり、かつ継続的に実施する必要があるため、UHC達

成のためには、透析が保険収載されているか否かに大きく依存した分野です。今
後、透析事業は支援ニーズの高い分野である一方で、様々な要因：水質管理・医
療従事者の教育レベルや制度の有無（学会/臨床工学技士制度）・機材管理など

のある程度の土台が出来上がっていないと、対象国の医療の質安全への貢献は難
しく、また今後の日本器機調達には繋げることは困難です。一方で、初期機材の
導入が透析機材の海外展開では重要で、その後の施設拡大やダイアライザー等の
消耗品等の日本機材の定期的調達に繋がりうる分野です。

日本型透析は、欧米から既に導入されている途上国を含めた海外で主流となっている
個人透析装置とは異なり、セントラル方式が主流となっています。これは、透析液を一
か所でまとめて生成し、複数装置に透析用水を配給する方法で、日本の主流となって
います。セントラル方式では、一か所で管理出来ますので、低コスト運営や様々な装置
管理を全自動化することで、業務の効率化の可能性があり、品質管理の面でも一定水
準に達した国では優れていると考えられます。一方で、集約化でメリットが見込まれる
に値する、需要があることが前提となります。また、複雑な機器管理を実施できる管理
者が必要であり、彼らのメンテナンス能力が求められます。また多くの途上国において、
透析用水を作成するにあたってのもととなる、水道水の水質に課題があるので、水質
管理も機材導入の障壁となりえます。
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H27からR2の腎臓透析関連事業：９事業

• 腎臓透析関連事業は９事業 (全114事業のうち7.9%)

・実施国別 ・実施機関別 ・協⼒機関
実施国 実施事業件数

タイ 3件
マレーシア 2件
インドネシア 1件
モンゴル 1件
フィリピン 1件
インド 1件

主要実施
機関

事業
件数

病院・
医療法⼈

5件

NCGM 2件
⼤学 1件
学会 1件

協⼒機関
⽇機装
ニプロ
旭化成
ATOM

ダイセンメンブレンシ
ステムズ
マイクロピュア
興和

これまでの展開推進事業で、腎臓透析に関連する事業に関してまとめました。2015年
から2020年までの腎臓透析関連事業は9事業あり、これは全事業の7.9%（全114事業)
にあたります。複数年度にわたる事業が4件で、単年度事業ではあるものの、同じ実施
機関が別事業として複数年度実施している案件が2件ありました。

透析関連の９事業を比較すると多種多様な対象国、実施機関、協力機関、対象機関、
研修対象者、そして研修内容であることがわかります。
実施国としては、授業は東南アジアを主としたアジア圏のみであることがわかります。

実施機関としては、病院や医療法人が全事業の半数以上をしめ、その他にＮＣＧＭの
事業や、大学、日本の血液浄化技術学会が実施者となっています。
関係した企業は、記載のあるものでは日機装、旭化成、ATOM、ダイセンメンブ
レンシステムズ、マイクロピュア、ニプロ、興和があがります。
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H27からR2の腎臓透析関連事業：９事業

研修
・研修対象物 ・研修対象者 ・研修内容

研修対象者
医師
看護師
⽣体⼯学技⼠
学会関係者
⾏政関係者

研修対象機器 事業件数
透析機器 7件
透析機器以外
の機材も含ん
だ医療機材全
般

2件

研修内容
①知識や技能：
透析機材の機序や使⽤⽅法、
機材のメンテナンス、⽔質管
理、透析中の患者管理や急変
対応、基礎疾患、患者教育

②制度・基準に関する紹介：
臨床⼯学技⼠制度、⽔質管理
や透析管理に関する各種基準

次に研修に関してです。
学習対象物としましては、7件が研修対象物が透析機材に限定しており、2件が透析機

器以外の心臓カテーテル機材等々の機材を含んだ、生体工学技士対象とした内容に
なっています。
研修対象者は行政関係者がメインの事業が1件、医療従事者（技師看護師・Dr双
方）が６件、学会関係者がメインと推察される事業が1件、技師メインが1件 で

す。
なお対象国のカウンターパートは、8件は病院をメインのCPとしており、うち5
件は大学病院がCPとなっており、CPに相手国学会が含まれている案件は3件ありま
した。 また1件が学会・保健省のみが対象で病院をメインCPとしていない案件で
した。

•事業内容は幅広く、程度の差があるものの複数の事項の課題に取り組む案件が
多いです。具体的には下記の内容が挙げられます：
①知識：透析機材・透析管理・水質管理・修理メンテナンス・患者教育

②制度：ガイドライン・基準等の作成支援（水質管理・透析管理等）、臨床工学
技士制度設立支援

また、研修実施場所としましては、1件が第三カ国のトレーニングセンターでの研修、
残り8件が本邦・現地研修となっています。
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透析関連の事業成果例
対象国 事業名 実施

期間
事業実施
者
（⽇本）

協⼒者（⽇本） 対象国のカ
ウンター
パート

成果

フィリピ
ン

対⽐国透析清
浄化管理⼿法
の全国普及プ
ロジェクト

H27‐
R1

松圓会 ニプロ、臨床⼯学
国際推進財団、ダ
イセンメンブレン
システムズ、マイ
クロピュア

腎臓学会 ETRF9台・ET測
定機器2台・ET
測定試薬8キッ
ト購⼊

インドネ
シア

インドネシア
における透析
機器（医療機
器）管理体制
の構築

H30‐
R2

聖マリア
病院

ニプロ、⽇本⾎液
浄化技術学会、⽇
本臨床⼯学技⼠会

アイルラン
ガ⼤学

保健省による
⽔質基準に導
⼊した知識が
採択、ETRF9
台・ET1台・透
析機器購⼊

※成果：
・事業で紹介・導⼊した医療技術・医療機器・医薬品・医療制度の国家計画やガイドライン
等国家政策への採択
・事業で紹介・導⼊した医療機器・医薬品の、対象国による調達

報告書等に記載されていた事業成果例を挙げます。1例目はフィリピンを対象とした5

年間の事業です。主たるカウンターパートが腎臓学会で、行政官等を対象とした研修
を実施していたプロジェクトです。様々な国内協力機関と連携して事業を実施しており、
複数台の日本機器の購入に繋がっています。2例目はインドネシアを対象とした現在3

年目になった事業です。主たるカウンターパートは地域の主幹となる教育指導機関で
もある大学病院で、幅広い課題に取り組んでいる事業です。日本機器の購入に繋がる
とともに、指導した水質管理に関する知識が、保健省の水質管理基準に採択されてい
ます。
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各国の段階に合わせた⽀援が必要
STEP1

• ⽔質管理・基準設定
⽀援

• 医療者の知識技能⽀
援

• 機材関連の体制作り
（代理店・メンテナ
ンス⽅法の確⽴）

• 教育指導機関での研
修

STEP2

• 学会設⽴⽀援・ガイ
ドライン作成⽀援

• 教育指導機関から下
位機関への研修⽀援

STEP3

• 臨床⼯学技⼠制度
設⽴⽀援

• セントラルシステ
ムの導⼊⽀援

透析がまだ浸透していない国から、透析が保険収載され急速に患者数が増加しな
がらも質管理に改善の余地が大きい国など、段階に応じて異なる支援の比重の置
き方があると考えられます。透析治療は高額かつ継続的治療が必要な分野であり、
保険収載か否か、またその保険がカバーする人口・治療内容が透析治療に与える
影響は大きく、患者が貧困者などの場合、保険が十分にカバーされていないこと
から透析治療に支障が出る場合も多いことが考えられます。保険収載がまだ途上
にある国々において、透析事業の支援は受益者が裕福な人に限られてしまう可能
性があります。また、地域で水平展開を行うよりも、まずは教育指導医療機関に
おいて、十分な質の医療を提供できるように、水質管理や医療従事者の知識技能
支援が中心になることが考えられます。概ね、保険収載の程度はGDP per capita

に相関しており、これに応じて透析の土台の出来上がり度合いが決まっていると
推察されます。保険収載の進んだ（ないしカバー率が上がる傾向にある）国では、
患者急増に伴う整備支援が必要となる場合が考えられます。日本式の透析管理シ
ステムは、長い目でみると医療安全の観点から多くの台数の質を管理出来る安全
面の高いものですので、導入支援が相手国に役立つことが多いに期待されます。
一方で透析の整備が進んでいる国ほど、既に一般的には欧米式の単体型の透析が
導入済みであり、日本式のセントラル透析が導入する余地が少ない可能性もあり
ます。早期から日本の医療協力があり、それ故に日本の透析機材が多く導入され
るケースもあります。各国の複合した透析医療整備体制に応じた、適切な支援を
継続することが、重要と考えられます。

19



がん関連事業まとめ（H27‐R2年度）
・がん対策に関連する事業は全19事業（全200事業のうちの9.5%）
・分野別集計

• 実施機関別

分野 件数 内容
⼀次予防 なし
検診 2件 乳がん検診（イラン、タイ）
病理診断 2件 病理技術（カンボジアx2）
早期診断・治療（内視
鏡・腹腔鏡）

11件 肺がん（ベトナム）
消化器がん（タイx3、ベトナムx2、ミャン
マーx3、フィリピン、ブラジル）

進⾏がん治療（腫瘍外科、
放射線、化学療法）

4件 肝がん（ウズベキスタン、中国）
⼩児がん（ベトナムx2）

緩和ケア なし

NCGM 7件 協⼒局x2、呼吸器内科、外科x2、⼩児科x2

⼤学・⼤学病院 5件 名古屋⼤、⿃取⼤、神⼾⼤、⾼知⼤、九州⼤
企業 5件 富⼠フィルムx2、オリンパスx2、メディヴァ
その他 2件 がん研究会、がんセンター

がん対策は、一次予防（健康教育、リスク要因減少）、二次予防（検診、早期受診）、三
次予防（がん診断、治療、緩和ケア、サバイバーシップケア）に分けられます。
2015年〜2020年度全200事業のうち、がん対策に関連する事業は19事業
（9.5%）でした。
分野別に⾒ますと、検診に関する研修事業は2件（いずれも乳がん検診）、病理
2件、内視鏡・腹腔鏡を使った早期診断・治療が最も多く11件、進行がん治療は4件、
緩和ケア0件でした。実施機関別にみると、上記になります。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice

紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）
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事業名：ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業 
実施主体：富⼠フイルム株式会社 

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

医療機器を使った事業のうち、特に日本製品の優位性の高い医療機器として挙げられ
る・放射線機器、内視鏡等のデジタル画像を活かした事業では、手技の動画や診断画
像を共有する教材やツールの作成に工夫が凝らされています。

ミャンマーにおける消化器がんの腫瘍外科チーム育成事業 では、富士フイルム株式会
社の内視鏡を使い、オンラインで手術動画を 比較検討することをしております。
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事業名：消化器内視鏡検査⼿技教育⽤シミュレータを⽤いた、持続可能な内視鏡検査技
術の向上・教育⽅法の普及事業
実施主体：国⽴⼤学法⼈⿃取⼤学

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

国立大学法人鳥取大学が実施主体の消化器内視鏡検査手技教育用シミュレータを用
いた、持続可能な内視鏡検査技術の向上・教育方法の普及事業では、遠隔でも指導
できるように内視鏡シミュレーターを変更しています。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化
事業名：フィリピンにおける医療画像診断能⼒強化⽀援事業
実施主体：ありあけ国際学園 保健医療経営⼤学

ありあけ国際学園 保健医療経営大学が実施主体のフィリピンにおける医療画像診断
能力強化支援事業では、オンライン上で放射線画像診断を医師や放射線技師と共有
することで、講義や研修を実施ている。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

事業名： 来るパンデミックに備えた重
症患者治療機器管理へのタイ型⽣体⼯学
技⼠の新しい役割 
実施主体： 東海⼤学医学部付属病院

ECMO遠隔実機演習と、VRによる集中治
療室におけるCE業務疑似体験

輸液ポンプ･シリンジポンプ

事業名：ベトナム３拠点病院に対する
医療機器の安全管理技術⽀援事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター
臨床⼯学科

更に、遠隔での研修に、臨場感や現場感を高める工夫として、Virtual Realityや
YouTubeLIVEを使って、医療機器整備等の疑似体験できる教材を作成しています。

東海大学医学部付属病院が実施主体の、来るパンデミックに備えた重症患者治療機
器管理へのタイ型生体工学技士の新しい役割 の事業では、VRを利用した研修を実施
しています。

また国立国際医療研究センター 臨床工学科が実施主体のベトナム３拠点病院に対
する医療機器の安全管理技術支援事業では、YouTube LIVEを利用した研修を実施て
います。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

教材の⼯夫、特に教材のデジタル化

事業名：カンボジアにおける外傷登
録システム構築の⽀援  
実施主体：国⽴研究開発法⼈国⽴国
際医療研究センター（NCGM）

・SNSを利⽤した教材 ・QRコード利⽤した教材の共有

事業名：COVID‐19患者受け⼊れ機関に
おける院内感染対策および病院管理  
実施主体：国⽴国際医療研究センター
(NCGM)国際医療協⼒局

また、対象国の事情を考慮して、SNSを活用した教材、アンケートや研修評価、QRコー
ドを使って研修・セミナー参加者に資料の共有等を実施した事業もある。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

オンラインによる症例検討会
・オンラインでのセカンドオピニオン・症例検討会

事業名：中国の医療機関との海外遠隔セカンドオピニオン・症
例検討会確⽴事業 
実施主体：国⽴国際医療研究センター病院 国際診療部

オンラインによるセカンドオピニオンを実施した事業です。ネット回線の確認のために
前日にテスト通信を実施しています。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

オンラインによる研修・セミナーなど参加者の増加
オンラインによるセミナーを実施したことで遠隔地等のため、
これまで参加困難な地域から参加できるようになった。
事業名：バックマイ病院を拠点とした外科系チーム医療プロジェクト
実施主体：国⽴国際医療研究センターセンター病院, 国際医療協⼒局

2021年1⽉15⽇オンラインセミナー
テーマ「コロナ禍の脳卒中ケア」
参加者: 1,334名（オンサイト 72名、オンライン 1,262 名）
右図：⻘ オンライン参加した施設の省

オンラインによるセミナー開催を活かし、これまでの事業では参加が難しい遠隔地や関
連する施設等からもセミナーに多数参加することができております。
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：ベトナムにおける医療安全推進のための院内組織体制強化事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター 国際医療協⼒局
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コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：ベトナム３拠点病院に対する医療機器の安全管理技術⽀援事業
実施主体：国⽴国際医療研究センター 臨床⼯学科
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➡QRコードを⽤いたオンデマンド動画共有

例：NCGMのCOVID‐19対応
（英語版）

コロナ禍での遠隔事業のGood Practice
紹介編：報告書より抜粋（事務局にて⼀部改変）

事業名：COVID‐19患者受け⼊れ機関における院内感染対策および病院管理  
実施主体：国⽴国際医療研究センター(NCGM)国際医療協⼒局

本年度は、COVID‐19の影響で渡航して研修を開催することが困難でした。「COVID‐19
患者受け入れ機関における院内感染対策および病院運営」事業では、QRコードを用い
たオンデマンド動画の共有を行いました。研修教材として作成した動画を、QRコードで

共有することで、気軽に研修生は携帯で動画を視聴することが出来ます。海外の研修
参加者の多くが携帯を所持しており、一つの教材方法として、有用なやり方かと考えら
れます。
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